はじめに
東日本大震災では多くの人々が被害を受けたが、こと障害者に関してはその被害が際立っている。被害の大きかった津波を受けた市町村の死亡率は人口比で健常者の２倍強であったり、障害者のための避難所や障害者に配慮した仮設住宅が建設されておらず「障害者は置き去りにされている」「福祉目線が無い」と当事者から悲痛な声が漏れていたりしている。原因は違うが、障害者の被害者が多いことや福祉避難所の必要性等は1995年の阪神大震災から言われ続けていたが、16年経った現在においてもなぜ同様の被害を受け続けているのだろうか。
16年の間にも災害弱者に対する施策は出されている。しかし「災害時要援護者避難支援ガイドライン」をはじめとする、それらの政策はなぜ機能しなかったのであろうか。
以上のことが、障害者基本法の一部改正法を巡って示された政策の全面後退という、今日の障害者政策の動向と関わっておこっていることを示すことが本報告の第一の目的である。第二の目的は、阪神大震災で生まれた「ゆめ風基金」の存在が東日本大震災で障害者の生命である即時の支援にとって大変有効であったが、そのことの意味をゆめ風基の理念である“不平等の平等”という言葉を通して政策的に考えることである。
１.大震災と障害者
(1)無念の死
5月24日付けの朝日新聞に「震災犠牲者、障害者は２倍　死亡・不明２％、内閣府推計」という見出しで以下の記事が載せられた。
「東日本大震災で被災した沿岸自治体に住む障害者のうち、２％超が亡くなったり行方不明になったりした可能性があることが、内閣府の聞き取り調査で明らかになった。住民全体に占める死者・行方不明者は１％弱。障害者は２倍に上り、被害が際だっている。」(一部抜粋)
また、別の調査でも以下のような結果が表れた。
「大震災時、全体で人口比健常者１、０３％、障害者２、０６％の死亡者が出た。被害の大きかった石巻市だけみると、健常者２％、障害者７、５％と３、７５倍になっている」（NHK調査９月）
数値を見ても、障害者の犠牲が際立っていることが分かる。しかし、その当日、取り残され、津波にのみ込まれる直前の障害者の無念は数値だけでは計り知れないものがある。
「東日本大震災の津波被害で、一人の難病患者が命を落とした。福島県いわき市の佐藤真亮まさあきさん、享年３５歳。全身の筋肉が萎縮する筋ジストロフィーのため、人工呼吸器と車いすが必要な生活だったが、ヘルパーの介助を受け、自立した生活をしようと奮闘。高齢の祖母と自宅で暮らしていた。
　障害者を支援するＮＰＯ法人「いわき自立生活センター」で週３日、わずかに動く指先を使い、パソコン入力作業を熱心にこなした。「典型的な東北人」と評される寡黙なタイプだが、ひょうひょうとしたたたずまいで、周りの人を落ち着いた気分にさせてくれた。
　３月１１日。いつものように作業を終え、ヘルパーに送られて午後２時過ぎに帰宅。海沿いの国道に面した自宅で横になった。次にヘルパーが来るまで、１時間ほどの一人の時間。ところが、午後２時４６分の大地震の後、津波が襲った。
　近くに住む親族が駆けつけ、祖母ともども連れ出そうとしたが、一緒に流された。同センターのメンバーが、九死に一生を得たこの親族から聞いた話では、助けようとした時、佐藤さんは「もう、あきらめましょう」とつぶやいたという。それが最期の言葉になった。
　これを知ったセンターの仲間は、涙にくれながらも「真亮くんらしいね」とうなずき合った。重い病気と闘ってきただけに、２０代のころから、どこか達観した、悟ったような雰囲気を持っていたからだ。」(一部抜粋)
(2)支援が届かない障害者
・避難所
当初福祉避難所は皆無で、障害者だけのために作られた避難所は最後までできなかった。無理に一般の避難所にいて苦しい状況に置かれたる障害者もいた。
「家が倒壊し、避難生活を送る子が少なくない。自閉傾向の強い子どもにとって、自宅と違う環境の避難所生活は過度のストレスとなり、逃げ出して戻ってこないこともある。
　親は子どもを案じながらも、他の避難者に迷惑を掛けないかどうかを心配する。壊れた家の片付け、ガソリンの確保など、生活再建のためにも奔走しなくてはならない。」(河北新報　2011年3月26日：一部抜粋)
「医師会のチームが斉田さんと出会ったのは、石巻市立石巻中学校。保健室には全盲の人や床擦れのある被災者が肩を寄せ合っており、その中にいた。兵庫県に行って治療を受けてもいいとの意思を示したため、支援を決めた。
　川島会長は「避難所の片隅で声を出せずに苦労されている障害のある方がいる。そういう方を一人でも見つけて、光を当てたい」と訴えた。」(日刊スポーツ　2011年3月26日：一部抜粋)
また障害特有の事情で避難所に入れなかったためにライフラインも無い車の中や壊れかかった自宅にいた障害者もいた。
「「避難所に行けない。救援物資も手に入らない」－。東日本大震災の被災地やその周辺で、自閉症の子を持つ家庭が孤立している。「もういっぱいいっぱいです」。悲痛な叫びはいつ周囲に届くのか。
　福島県南相馬市の会社員女性（４０）は、福島第１原発の事故で「屋内退避」が呼び掛けられた地域に住む。中学２年の娘（１４）は重度の自閉症。てんかんもある。地震後、近くに避難所ができたのは知っていたが、自閉症の子どもは環境の変化や人混みに敏感に反応し、パニックを起こすこともある。
　市職員の夫は震災後の対応に追われ、帰宅は深夜。長男（１６）の助けを借りながら娘を見ているが、限界に近づきつつあるという。救援物資は「入れないと分かっていた」避難所止まり。自宅にある食料はニンジン、ネギ、キノコに米２０合弱…。家族４人で少しずつ食いつなぐ日々だ。
　灯油もなくなり、コートを着込んで過ごす。てんかんの薬もあと２週間分しかない。女性は「いつ発作が起きるか…。もういっぱいいっぱいです」と声を震わせた。
　同県郡山市の主婦山口こずえさん（４２）の長男（１５）も自閉症だ。震災当日は余震が続き、自宅にいるのも怖く、夫が帰宅するまで長女（１２）と家族３人で夜まで車の中で過ごした。水道は止まり、給水所は３時間待ち。頼りにしていた食品の宅配も止まってしまった。
　長男が通う特別支援学校は震災のため休校。買い物に行きたくても長男を一人にして外出できない。「障害者の避難所を決めておくなど、災害が起きる前から社会全体でシステムを作っておいてほしかった」と訴えた。」(世界日報　2011年3月27日：一部抜粋)
・仮設住宅　
重度の障害者が仮設住宅に入れないという事態が起きている。優先的入居はあるはずだが、うまく機能していない。
また、せっかく仮設住宅に入れてもバリアフリーになっておらず不便である。
「低酸素脳症で重度の障害があり、車いす生活を送る宮城県石巻市の女性（12）は、外出する際、母親（41）に抱えられて縁側から出入りしている。７月に入居した仮設住宅は、入り口に段差解消のスロープが設置されているが、玄関の幅が狭く、幅が約６０センチの車いすでは家の中に入れないからだ。
　津波で全壊した自宅は、車いす生活のために、広い間口や介助できる風呂を備えていた。仮設住宅応募の際、車いす使用を伝えていたが、スロープ以外は健常者と同じ設備。市に頼み、縁側にスロープが新設されることになったが「なぜ車いすを考慮しなかったのか」と語る。
　ダウン症の影響で視覚障害がある岩手県大船渡市の女性（２７）は今月上旬、玄関の段差で転倒し、脳しんとうを起こした。一人で入浴できないため、母親（４８）の介助を受けているが、浴室が狭く、無理な体勢でバランスを崩して足をひねったことも。２人は「毎日が不安」と訴える。」(2011年8月17日  読売新聞：一部抜粋)
・やむなく施設入所に　
また、家族と暮らしていた障害者が、上記のように仮設住宅がバリアフリーに対応していなかったり、家族を亡くしたりして施設に入るしか無い事例が多くあるとの報道がある。
「南相馬市小高地区の警戒区域内に住んでいた雫川（しずかわ）信之さん（５５）は３月末、山形県上山市の総合療育訓練センターに入所した。３０年前のオートバイ事故で頸椎（けいつい）を損傷し、車椅子を利用している。福島県内の仮設住宅で家族と暮らすことを望んでいるが、自治体のバリアフリー対応は不十分で、願いはかないそうもない。「ここに来て風呂に入れてもらった時はほっとした。でも、いつまで……」」(毎日新聞　2011年9月2日　地方版　福島：一部抜粋）

(3)早急の支援を実現した不平等の平等--ゆめ風基金の設立背景と活動理念を踏まえて
公共の支援は“公平”“平等”を支援の柱にしており、そうしたことが必要な時はある。しかし、支援を行う速度は公平性を重視することにより低下する。東日本大震災では被害が大きかった分、義援金も多く集まり、阪神大震災の3倍で過去最高を記録した、と8月2日付けの日本経済新聞に書かれていた。しかし、同新聞記事によると、市町村から被災者への配分は総額の4割にとどまっている。
障害者は普段からギリギリのところで生きている。そのようなところに災害が起これば、すぐにギリギリのところで耐えてきた生活は破壊されかねない。しかし、すぐに支援の手を差し伸べれば生活は破壊されずに済むかもしれない。しかし、公平性はそのような子この事情は踏まえない。それぞれが困っている震災という状況下ですら、いまだに義援金の配分が総額の4割にとどまっている現状はその事を意味している。そのような状況で障害者に特化した支援をしようという運動が阪神大震災での教訓を生かして阪神から5カ月でゆめ風基金運動を展開した。
阪神大震災で被災した障害者達は、普段から非常事態に備えるために募金活動等を行うゆめ風基金を設立した。集まった金は台風災害等の非常時に障害者に特化した支援を即座に行うために用いられた。今回の震災でも、ゆめ風基金を中心とした活動を展開しているが被災障害者に対する支援を直ちに実現したことは特筆すべきことである。災害時により不利益を被ってしまう障害者には障害者に特化した不平等な支援こそが真の平等である。そうした理念があるからこそ「公平・平等」のために、まずは自治体に義援金や物質をあつめ、自治体の基準に基づいて配分していくという手順を踏まずに必要としている人に必要としている物を届けられるのである。
2.災害政策と障害者--阪神大震災以降の動向と東日本大震災
(1)1995年阪神大震災以降の災害政策
１９９５年１０月　災害対策基本法見直し　災害弱者対策
１９９８年　　　　災害救助マニュアル　障害者等の福祉避難所の通達　
２００５年3月　　災害時要援護者の避難支援ガイドライン
２００６年　　　　同上、改訂　避難支援プランの策定
２００７年　　　　災害時要援護者対策の具体的進め方について
２００８年　　　　福祉避難所設置・運営に関するガイドライン
以上のように阪神大震災以降、多くの政策が出され、その間には多くの“検討会”や“委員会”が設置され討議がなされている。にも拘らず、まるでその討議や出されたガイドライン等は阪神大震災時とほぼ同じような悲惨な状況に障害者を追いやったという点では機能していない、と言えよう。それらが機能しなかったことで結果的に被害が障害者に集中した。
(2)障害者政策の後退動向
1990年代から世界的に社会政策の後退が見られる。日本においても、2000年代においてその動きは顕著になった。小泉改革は社会政策の後退の代表的な動きと言える。端的に言えば、負担が増えて給付（サービス）が減った。障害者政策として、その動きが顕著に表れているのが障害者自立支援法である。この脈絡の中で弱者災害対策施策も実行に移されなかった。そして2011年7月29日に成立した障害者基本法一部改正法は「可能な限り」が教育等重要な部分に付き、最初から遂行を否定して政策法足り得ないものとなっている。
社会保障・税一体改革成案は、その小泉改革よりもさらに社会政策を後退させるものである。数値目標を掲げて介護や医療を制限する一方、他方消費税を10％に上げながら１％分しか社会保障費用としては使わない。災害政策は、財源が平時より必要なものであるが、もとよりまわすつもりは無いということではないだろうか。
3.障害者政策の前進のポイントは不平等の平等
推進会議の下に置かれた総合福祉部会より総合福祉法の素案が8月30日に示された。厚労省は、この素案を実現させるには一兆円以上の財源がいると難色を示したと報道された。これまでにも政府は「財源がない」「公平性が保てない」「理解が得られない」と言って政策を後退させてきた。しかし、長い間不平等に差別されてきた障害者に公平や平等を押し付けるのは、まさに不公平で不平等であろう。まさに今、障害者が主張すべきは不平等の平等、不公平の公平ではないだろうか。政策の後退局面で、障害者の側に引きつけた障害者の論理を持って対抗していかなければ、今後のより良い政策も、より良い総合福祉法も成立しない。そして、災害時には今回の教訓をまた行かせずに多くの障害者が命を失うことになるだろう。
、
　
　　　　　　　
　
